
１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度

市町村名
(市町村コード)

常陸太田市

(08212)

地域名
（地域内農業集落名）

常陸太田①
（太田北部、太田南部、幡下台、幡台、幡宿、三才、西宮上、西宮下、田渡上、田渡下、長谷、

高貫北、高貫、岡田、小沢、上内田、中内田、下内田、落合、堅磐、上土木内、沢目）

様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　　　　　）

令和１３年

（備考）

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 716.7

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 460.3

②　田の面積 517.2

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 199.5

現状の集積率 45 ％ 将来の目標とする集積率 45

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

・中城地区は人口６５９名のうち６５歳以上の人口が１９５名（高齢化率３０％）
・塙地区は人口３５３名のうち６５歳以上の人口が７８名（高齢化率２２％）
・木崎二町地区は人口８４８名のうち６５歳以上の人口が３６４名（高齢化率４３％）
・幡地区は人口３０２１名のうち６５歳以上の人口が７１８名（高齢化率２４％）
・三才地区は人口３４５名のうち６５歳以上の人口が１５２名（高齢化率４４％）
・西宮地区は人口３０５名のうち６５歳以上の人口が１２２名（高齢化率４０％）
・田渡地区は人口２７２名のうち６５歳以上の人口が２００名（高齢化率７４％）
・長谷地区は人口１８名のうち６５歳以上の人口が１７名（高齢化率９４％）
・高貫地区は人口２７１名のうち６５歳以上の人口が１３９名（高齢化率５１％）
・岡田地区は人口２９６名のうち６５歳以上の人口が１４０名（高齢化率４７％）
・小沢地区は人口３４１名のうち６５歳以上の人口が１６３名（高齢化率４８％）
・内田地区は人口５９８名のうち６５歳以上の人口が２３６名（高齢化率３９％）
・落合地区は人口１３６名のうち６５歳以上の人口が４０名（高齢化率２９％）
・堅磐地区は人口９６名のうち６５歳以上の人口が６０名（高齢化率６３％）
・上土木内地区は人口１３８名のうち６５歳以上の人口が１０１名（高齢化率７３％）
・沢目地区は人口１２２名のうち６５歳以上の人口が５４名（高齢化率４４％）
→農業者についても減少と高齢化が進んでいることから、後継者不足・遊休農地の増加が喫緊の課題となっている。現状は
地元組織等において農地を維持しているが、持続的に農地の利用を図り、地域の活性化を進めるためには、担い手を育成す
るとともに、地域外から新たな担い手を確保する必要がある。また、農地集約が課題となっている。

農業を維持するためには、農業者が安定して営農を継続できるよう農業所得を向上させる必要があることから農
作物のブランド化や海外への販路拡大を検討し、これから農業を始める若手でも意欲的に営農をつづけられるよ
う楽しく儲ける農業を目指す。また、ブランド商品の情報発信等を行い、担い手（候補者・後継者）が地域に定着で
きる事業を推進するとともに、ドローン等を活用し、人手不足でも農業が続けられるようにスマート農業の推進を目
指す。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

地域の農業後継者や認定農業者・新規就農者を中心に農地集積を進める。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

担い手が利用する農地面積の団地数及び面積等は担い手への農地の集積・集約化に伴い検討を図る。



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

13

ha ha ha ha

５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

農地中間管理機構の農地バンク制度を積極的に活用し、段階的に集約化を進める。

（３）基盤整備事業への取組

担い手等の意向を踏まえ、大型機械等でも運用の可能な農地整備や農道の拡張を検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

担い手確保のため、若手の人材を法人化・企業化等により受け入れる。
農業関係者が情報交換できる交流の場を作る。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

地域の農業後継者や認定農業者・新規就農者を中心に農地集積を進める。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

必要に応じ、常陸農業協同組合が出資するJA常陸アグリサポートに農作業委託を行う。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④畑地化・輸出等

⑨耕畜連携等

計 364経営体 322.4

①鳥獣被害が発生しないよう防護柵を設置するとともに地域内外から捕獲人材の確保・育成を進める。
③ドローン等を活用し、農作業の自動化や効率化を図る。
⑦地域の活動組織により、作付けが困難となった農地が荒廃しないように保全管理を行う。
⑩農作物のブランド化や有機作物を栽培することで、儲ける農業を目指す。

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

0 322.4 0

別紙１「４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）」のとおり

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する集落営農は「集」、基本構想水準到
達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属
性を記載してください。
２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積を記載してください。
３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、経営面積に含めてください。
５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努めてください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

1 株式会社ＪＡ常陸アグリサポート 農作業全般 水稲、そば


